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Ⅰ　事件の概要
1 ．事 実
⑴　当 事 者
　原告 X1 ～ X3（以下，「X ら」という）は，
神戸市等を営業区域とする一般乗用旅客自動
車運送事業の許可を受けている個人タクシー
事業者である。
　被告 Y（神鉄タクシー）は，神戸電鉄の子
会社であり，神戸市北区を営業区域として
神戸電鉄沿線を中心に営業し，総従業員 145
名，タクシー 63 両（平成 24 年 6 月 14 日現
在）を擁するタクシー事業者である。
⑵　本件各タクシー待機場所について
　①鈴蘭台駅前タクシー待機場所および②北
鈴蘭台駅前タクシー待機場所は，神戸市所有
の土地であり，市道として管理される車道部
分である（以下，場所を示すため適宜①およ
び②を用いるが，判決文においては原文のま
まとする）。
　各タクシー待機場所に面する歩道の一部
に，①神戸電鉄から神戸市に無償で使用貸借
された土地が含まれ，あるいは，②神戸電鉄
所有の土地が含まれている。また，①神戸電
鉄が神戸市の占用許可を受けて歩道上にテン
トを設置しており，あるいは，②歩道の一部
が駅舎のひさしの下を通っている。さらに，
歩道に隣接して，タクシー利用者のための待
合所が，神戸電鉄の負担により②神戸電鉄所
有地あるいは①賃貸借した土地に設置されて
いる。①テントあるいは②歩道上のひさしに
は「神鉄タクシーのりば」と書かれた看板な
どの表示がなされている。
　①②の待機場所周辺の道路は，駐車禁止区
域に指定され，道路の物理的形状からみて
も，①②の待機場所以外には客待ちのために
タクシーが待機するのに適した場所はない。
　Y は，①鈴蘭台駅および②北鈴蘭台駅を含
め，神戸電鉄の主要各駅に設置されているタ＊中央大学法科大学院准教授
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クシー乗り場について，Y の「専用のりば」
であるとウェブサイトで紹介している。
⑶　 X らによる北鈴蘭台駅前タクシー待機場
所への乗り入れ
　X1 及び X3 は，タクシー利用者と旅客自動
車運送契約を締結する目的で，②の待機場所
にタクシーを乗り入れ，X2 は乗り入れの様
子を記録した。
　ア　平成 23 年 4 月 18 日
　X1 及び X3 は，他のタクシー事業者ととも
に併せて 4台のタクシー（以下，「原告側タ
クシー」という）で，②の待機場所に乗り入
れ，Y タクシーが出払っていたことから，各
自 1回ずつ利用者を乗せることができた。し
かし，原告側タクシーが再び待機場所に乗り
入れ，Y タクシーの後に並んで客待ちをしよ
うとしたところ，Y の乗務員のうち一部の者
が，原告側タクシーのうち 1台が待機場所内
で先頭になった際に，同タクシーの後部扉の
横に座り込んだり，原告側タクシーの前に立
ちはだかったり，原告側タクシーよりも後方
で客待ちをしている Y タクシーに利用者を
誘導したりした。その後，原告側タクシーの
運転手らは，利用者を乗せることなく乗り入
れを終了した。
　イ　同年 4月 19 日，20 日， 5月 17 日
　原告側タクシーは，②の待機場所に乗り
入れた。しかし，Z1（Y 代表者）や Y の乗
務員が協力して，待機場所内の先頭付近の Y
タクシーが発車するとすぐに，別の Y タク
シーが X1 らの運転するタクシーの前に割り
込んだり，先頭の Y タクシーを殊更発車さ
せずに原告側タクシーが先頭にならないよう
にしたり，原告側タクシーの前に立ちはだ
かったり，後方で客待ちをしている Y タク
シーに利用者を誘導したり，Z1 が X1 の運転
するタクシーに乗車して待機場所付近から離
れるよう指示したりした。原告側タクシーの
運転手らは，一般の利用者を乗せることなく
乗り入れを終了した。
⑷　Y の現在の意向
　Y は，口頭弁論終結時にも，「利用条件に
ついていかなる調整があったとしても，本件
各タクシー待機場所に乗り入れを認める方向
での和解はできない。」との意向を明らかに
した。
2．経 緯
⑴　前 回 訴 訟
　かつて，X1 が加入していた神戸個人タク
シー事業協同組合は，Y に対して，神戸市道
（車道）の使用権を主張し，①の待機場所を
使用することを Y が妨害しないこと等を求
める訴えを提起したことがある。
　大阪高等裁判所は，平成 11 年 9 月 7 日，
①の待機場所の設置運営等の経過に照らす
と，神戸市の歩道に係る道路占用許可は，こ
れを専ら Y のタクシー乗り場としての使用
に供するためにされたものと認められ，これ
に隣接する①の待機場所も Y のためのタク
シー待機場所として使用することを神戸市か
ら認められたものというべきである，と判断
した。
⑵　神戸市の指導
　神戸市は，Y に対して，平成 22 年 9 月 30
日，①②の待機場所付近の公道上に設置され
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た「神鉄タクシーのりば」と表示された標識
を「タクシーのりば」と改めるか民有地内に
移設することなどを指導し，その後も同様の
指導を行っている。
⑶　地裁判決（原審）
　X らは，Y の行為が，一般指定 14 項に定
める不当な取引妨害に該当し独禁法 19 条に
違反するとして提訴した。神戸地裁は，19
条違反を認めたものの，24 条に基づく差止
請求については，「著しい損害」の要件を欠
くとして認めなかった1）。
Ⅱ　判 旨
1 ． X らと Y との間に競争関係があるか
について
　「⑴　一般指定 14 項にいう「競争関係」は，
自己と他の事業者との間に，その通常の事業
活動の範囲内において，かつ，当該事業活動
の施設又は態様に重要な変更を加えることな
く同一の需要者に同種又は類似の商品又は役
務を供給し，又は供給することができるとい
う関係が成り立つことをいう（独禁法 2条 4
項 1号）。」
　「⑵　……両駅からの降車客などの両駅付
近でタクシーを利用しようとする者は，通
常，本件各タクシー待機場所においてタク
シーに乗車することになるから，本件各タク
シー待機場所におけるタクシー利用者が上記
の「同一の需要者」に当たる。
　さらに，X らは鈴蘭台駅周辺及び北鈴蘭台
駅周辺で事業活動を行うために必要な法令上
の許可を得ているほか，一人一車制個人タク
シー事業者は，許可を受けた営業区域内であ
ればどこでも同一の車両で，利用者を発見し
て乗車させ，その者を目的地に運搬して運
賃を収受するという同一の態様で事業活動
を行うものであって，前認定の X らの事業
拠点の所在地からすると，X らが本件各タク
シー待機場所で乗客を得ようとすることは不
合理とはいえない。そうすると，X らが本件
各タクシー待機場所で乗客を得ようとするこ
とは，X らの通常の事業活動の範囲内におい
て，当該事業活動の施設又は態様に重要な変
更を加えることなく同一の需要者に Y の供
給する役務と同種の役務を供給しようとする
ことであるから，X らと Y との間には，一般
指定 14 項にいう「競争関係」があるといえ
る。」
　「⑷　また，Y は，本件各タクシー待機場
所は Y 専用の施設であるから，X らが上記各
待機場所においてタクシー利用者に一般乗用
旅客自動車運送役務を供給することができる
とはいえない旨を主張する。
　……本件各タクシー待機場所は道路法にい
う「道路」に当たるから，原則としてこれら
について私権を行使することはできず（道路
法 4条本文），何人であっても通行等の道路
としての用途に沿って利用することができる
場所である。X らに本件各タクシー待機場所
の使用を禁じ，又は Y にこれらの専用を許
す旨の法令若しくは条例の規定，権限を有す
る行政当局の措置等はいずれも存在しない。
そうすると，X らは，法律上，本件各タク
シー待機場所への乗り入れを禁止されておら
ず，本件各タクシー待機場所において利用者
を X らタクシーに乗車させることも道路と
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しての用途に沿う利用方法として許されるこ
とになる。」
2． Y の行為は X らの取引を不当に妨害
（一般指定 14 項）するものかについて
　「……Y は，……原告側タクシーの乗り入
れに組織的に抵抗するとの方針を定め，実際
にも，……従業員を用いて，時には Y 代表
者が自ら出向き，……組織的に抵抗している。
その手段も，待機場所に進入しようとした原
告側タクシーの前に立ちはだからせたり，原
告側タクシーの前に Y タクシーを割り込ま
せたりして，待機場所への進入や待機場所内
で先頭車両となることを妨害したり，先頭車
両となった原告側タクシーの扉の横に座り込
ませたり，その前に立ちはだからせたりし
て，原告側タクシーが利用者を乗せて発進す
ることを妨害したというものである。
　このように，Y が過去に北鈴蘭台駅前タク
シー待機場所において自社の方針として上記
のような組織的な抵抗行動に出ていることに
加え，その後も，本件各タクシー待機場所が
Y 専用のものであり，Y タクシー以外のタク
シーには利用を認めないという見解を堅持し
ていることからすると，実際に妨害を受けて
いない X2 をも含む X らのタクシーが，北鈴
蘭台駅前タクシー待機場所に限らず鈴蘭台駅
前タクシー待機場所に乗り入れようとした場
合であっても，Y は同様の行動に出るであろ
うと推認することができる。
　Y がその従業員らによって行い，今後も行
うことが予測される上記の妨害行為は，本件
各タクシー待機場所付近の交通に危険を及
ぼしかねず，道路交通法（76 条 4 項 2 号等）
に違反することもあり得る態様で，物理的実
力を用いて利用者との旅客自動車運送契約の
締結を妨害するものであるから，一般指定
14 項にいう不当な取引妨害に当たるという
べきである。
　もっとも，Y の従業員その他の者が利用者
に対して客待ち停車中の先頭車両以外の車両
に乗車するよう働き掛ける行為は，タクシー
乗り場における平穏を破るおそれが強い行為
ではあるが，独禁法以外の法令に触れる行為
とはいえないし，そもそも，先頭車両の運転
手が乗客を最優先で獲得する権利・利益を有
するといえる根拠はないから，Y が従業員等
にそのような行為をさせることが同項にいう
不当な取引妨害に当たるとはいえない。」
3． Y の行為によって X らに著しい損害
を生じ，又は生ずるおそれがあると
いえるかについて
　「前認定及び判示のとおり，X らは，Y の
妨害行為（不公正な取引方法）によって，本
件各タクシー待機場所において乗客を得ると
いう利益を侵害され，又は侵害されるおそれ
があるところ，X らが，Y に対して，本件各
タクシー待機場所における前認定のような Y
の妨害行為（独禁法 19 条違反行為）の差止
めを求めることができるのは，その妨害行為
によって X らに著しい損害（独禁法 24 条）
を生じ，又は生じるおそれがあることを要す
る。
　そして，Y は，前判示のとおり，平成 23
年 4 月から同年 5月までの延べ 4日間，一般
指定 14 項にいう不当な取引妨害によって，
競争関係にある事業者である X1 及び X3 か
ら，北鈴蘭台駅前タクシー待機場所において
タクシー利用者と旅客自動車運送契約を締結
物理的妨害による不当な取引妨害につき差止めを認めた事例
59第 11 巻第 4号（2015）
する機会をほぼ完全に奪ったものであり，今
後も本件各タクシー待機場所において，同様
の行為をして X らからタクシー利用者と旅
客自動車運送契約を締結する機会をほぼ完全
に奪うことが予想されるのであって，これ
は，公正かつ自由な競争を促進するという独
禁法の目的ないし理念を真っ向から否定する
ものといい得る。また，その手段としても，
……原告側タクシーが利用者を乗せて発進す
ることを妨害するという物理的な実力を組織
的に用いるというものであるから，このよう
な損害の内容，程度，独禁法違反行為の態様
等を総合勘案すると，X らが Y の独禁法 19
条違反行為によって利益を侵害され，侵害さ
れるおそれがあることによって生じる損害は
著しいものというべきである。」
Ⅲ　検 討
1 ．は じ め に
　⑴　本件は，X らが①②の待機場所に乗り
入れ，タクシー利用者との間に旅客運送契約
を締結しようとしたことに対して，競争者で
ある Y が物理的に妨害をしたことが，一般
指定 14 項に定める不当な取引妨害に該当し
独禁法 19 条に違反すると判断した地裁判決
の控訴審である。地裁判決は，19 条違反を
認めたものの，24 条に基づく差止請求につ
いては，「著しい損害」の要件を欠くとして
認めなかった。しかし，高裁判決は，「著し
い損害」を認定し，差止請求を認めた。本稿
では，高裁判決を地裁判決と比較しつつ，不
当な取引妨害の要件と，差止請求の要件につ
いて検討する。
　⑵　一般指定 14 項の行為要件は，競争関
係にある他の事業者とその取引の相手方との
取引について，いかなる方法をもってするか
を問わず「妨害」することである。同一の顧
客をめぐる競争は，結果として競争者の「契
約の成立の阻止」となる場合もあり，「妨害」
という行為要件は抽象的で広範な行為を含む
可能性がある。効果要件である公正競争阻害
性を意味する文言として「不当に」が採用さ
れており，行為要件に形式的に合致したとし
ても，多くの場合には公正競争阻害性は生じ
ない行為類型とされている。
　取引妨害の公正競争阻害性は，昭和 57 年
に一般指定を改定した際の説明では，ⅰ競争
手段の不公正にあると考えられたが2），同時
に，行為例にはⅱ自由競争の減殺とみられる
行為も列挙されていた。公取委の運用におい
ても，ⅰの事例とⅱの事例の両方がある。例
えば，ⅰの行為には，威圧，物理的妨害，中
傷・誹謗と，契約の奪取（解約金負担勧誘），
ⅱの行為には，取引拒絶・供給遅延による競
争者排除，協同組合等によるアウトサイダー
の排除，並行輸入阻害による価格維持などが
ある。
2．競争関係の有無
　⑴　高裁は，独禁法 2条 4項に定める「競
争」の定義規定に基づき，X らと Y との間に
競争関係を認定した。すなわち，⒜その通常
の事業活動の範囲内において，かつ，⒝当該
事業活動の施設又は態様に重要な変更を加え
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ることなく，⒞同一の需要者に⒟同種又は類
似の商品又は役務を供給し又は供給すること
ができる，という関係を競争関係であるとし
た。
　高裁は，⒞について，①②の待機場所にお
けるタクシー利用者が「同一の需要者」に当
たるとした。そして，⒜⒝⒟については，X
らは必要な法令上の許可を得ており，許可を
受けた営業区域内であればどこでも同一の車
両で同一の態様で事業活動を行うものである
ことから，X らが①②の待機場所で乗客を得
ようとすることは，X らの通常の事業活動の
範囲内において，当該事業活動の施設又は態
様に重要な変更を加えることなく同一の需要
者に Y の供給する役務と同種の役務を供給
しようとすることである，として競争関係を
認めた。
　⑵　Y は，①②の待機場所は Y 専用の施設
であるから，X らが①②の待機場所において
タクシー利用者に役務を供給することができ
るとはいえない旨を主張した。
　高裁判決は，①②の待機場所は道路法にい
う「道路」に当たるから，この主張を否定し
た。この判断の前提には，X らに①②の待機
場所の使用を禁じ，又は Y にこれらの専用
を許す旨の法令若しくは条例の規定，権限を
有する行政当局の措置等はいずれも存在しな
いとの事実認定が存在する。
　⑶　本件で問題となった①②の待機場所
は，神戸市の所有する車道である。隣接する
歩道の一部と乗客待機場所については，神戸
電鉄の負担による部分があるという経緯は事
実として認定されている。
　Y は，①②の待機場所は，神戸市の管理す
る車道であっても，神戸電鉄の負担により整
備され，乗客待機場所が神戸電鉄の費用で設
置された経緯から，神戸電鉄の子会社である
Y 専用であることが認められてきた，と主張
した。平成 11 年の前回訴訟において，「鈴蘭
台駅前タクシー待機場所の設置運営等の事実
経過に照らすと，……鈴蘭台駅前タクシー
待機場所も Y のためのタクシー待機場所と
して神戸市から認められたものというべきで
ある」と判断された。これは，Y の主張内容
を，裁判所が一度は認めたものであるかのよ
うにも見える。平成 11 年の判決がある以上，
Y の認識としては，①②の待機場所は Y 専用
のものと考えても仕方のないところかもしれ
ない。
　しかし，神戸市が市道として管理する車道
であるなら，Y には，占用許可その他独占的
に使用できる何らかの権利ないし資格を有す
ると認める事実が必要である。ところが，①
の待機場所に隣接する歩道の一部の土地使用
貸借契約には，貸借された土地は道路法に基
づく道路用地として使用され，道路法に基づ
き私権が制限されることについて神戸電鉄
は一切異議を申し立てないことが定められ
た。また，②の待機場所の土地の寄付に際し
ての取り決め等の事実は示されなかった。そ
して，平成 22 年以降の神戸市による指導は，
それをはっきりと認識する機会であった。
　地裁判決および高裁判決が，平成 11 年の
判決があるにもかかわらず，事実と法に基づ
き①②の待機場所は Y 専用ではないと判断
したことは，合理的なものであったと考えら
れる。
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　⑷　ただし，競争関係の認定の⒞につい
て，①②の待機場所におけるタクシー利用者
が「同一の需要者」に当たるとしたことにつ
いては，疑問の余地がないではない。
　Y が，①②の待機場所における利用者につ
いては，X らとの間に競争関係がない，と主
張していたことから，①②の待機場所におけ
る利用者についても競争の対象であることを
明示したことには意味がある。しかし，許可
を受けた営業区域内であればどこでも同一の
車両で同一の態様で事業活動を行うものであ
り，①②の待機場所も営業区域内の車道であ
り，X らも役務を提供できることから競争関
係を認定すればすむようにも考えられる。こ
のことは，次の 3．⑶にも関係する。
3．違法性の有無
　⑴　Y が組織的に抵抗し，待機場所に進入
しようとした原告側タクシーの前に従業員を
立ちはだからせたり，原告側タクシーの前に
Y タクシーを割り込ませたりして，待機場所
への進入や待機場所内で先頭車両となること
を妨害したり，先頭車両となった原告側タク
シーの扉の横に座り込ませたり，その前に立
ちはだからせたりして，原告側タクシーが利
用者を乗せて発進することを妨害した，とい
う事実が認定されている。これらの行為につ
いて，「本件各タクシー待機場所付近の交通
に危険を及ぼしかねず，道路交通法（76 条
4 項 2 号等）に違反することもあり得る態様
で，物理的実力を用いて利用者との旅客自動
車運送契約の締結を妨害するものであるか
ら」一般指定 14 項に該当するとの判断を下
した。
　⑵　高裁判決は，Y の行為が物理的実力を
用いた妨害であるということだけでなく，道
路交通法に違反することもあり得る態様であ
る，という点から違法性を認めている。地裁
判決が，「実力行使による阻止を通知し，実
際に物理的な取引妨害をする行為が，競争手
段として不公正なものであることを否定する
ことはできず，公正競争阻害性が認められ
る」と述べているのと比較すると，道路交通
法に違反する可能性が評価の要素に加わって
いる。
　さらに高裁判決は，Y の従業員が利用者に
対して，客待ち待機中の先頭車両以外に誘導
する行為について，「独禁法以外の法令に触
れる行為とはいえないし，そもそも，先頭車
両の運転手が乗客を最優先で獲得する権利・
利益を有するといえる根拠はないから，……
不当な取引妨害に当たるとはいえない」とも
述べている（下線部，筆者）。「独禁法以外の
法令に触れる行為とはいえないし」と述べて
いる部分からは，他の法令に違反する可能性
のある行為については，独禁法上も積極的に
違法性を認定する要素と評価するという態度
がうかがわれる3）。
　公正競争阻害性として，競争手段の不公正
を判断するために何が必要か，については明
らかでない。一般指定 14 項は，いわゆる原
則適法の行為類型であるはずだが，手段の不
公正であるとなると，実質的な効果を分析す
ることなく違法性を判断されがちである。物
理的妨害が競争手段の不公正として公正競争
阻害性を認められやすい，という根拠の 1つ
に数えることができるかもしれない。
　⑶　Y の行為について，X らを排除するこ
62 第 11 巻第 4号（2015）
とによる自由競争の減殺を公正競争阻害性と
して認める余地はなかっただろうか。
　市場として考えられそうな範囲は，⒜①②
の待機場所を起点とするタクシー運送役務市
場と，⒝①②の待機場所を含む周辺のタク
シー運送役務市場とが，とりあえずは考えら
れる。排除の効果について，排他条件付取引
と同様の基準4）で考えるならば，Y が有力
な事業者であり，X らを含む競争者が代替的
な顧客群を容易に確保できなくなる，といっ
た事情を示さねばならない。⒝の市場を画定
する場合には，このような効果が生じる恐
れがあったかを示す必要がある。他方，⒜
の市場を画定できる場合，X らは市場への参
入を阻止され，実際に⒜の市場においては競
争が存在しない状態が維持されていることに
なり，自由競争の減殺（競争排除）としての
公正競争阻害性を認めることができそうであ
る5）。
　地裁判決も高裁判決も，明示的には市場を
画定しなかった。ただ，高裁判決は，競争関
係の認定において，①②の待機場所における
利用者を「同一の需要者」として扱っている。
また，競争関係の認定においては，「当該市
場に新たに参入しようとする者との間でも競
争関係が生じるのであって」とも述べてい
る。したがって，その需要者を基準に需要の
代替性により市場を画定するのであれば，⒜
の市場を画定することができた可能性がある
かもしれない6）。
4 ．差止請求権の成否
　⑴　独禁法 24 条は，不公正な取引方法に
より，「利益を侵害され，又は侵害されるお
それがあ」り，「著しい損害を生じ，又は生
じるおそれがある」場合に，差止請求を認め
る。ここにいう「利益」とは，民法の不法行
為での利益侵害と同じ意味であり，独禁法上
保護される競争上の利益の侵害と考えられて
いる。
　「著しい損害」の解釈については諸説ある
が7），被侵害利益の大きさと侵害行為の悪性
に着目し，損害賠償が認められる場合よりも
「高度の違法性」を要すると考える説が，平
成 12 年改正時の立案担当者見解とされる8）。
　ヤマト運輸対日本郵政公社事件東京高裁判
決（以下，「ヤマト運輸事件判決」という）
は，「例えば，当該事業者が市場から排除さ
れるおそれがある場合や新規参入が阻止され
ている場合等独占禁止法違反行為によって回
復し難い損害が生じる場合」や「金銭賠償で
は救済として不十分な場合」を挙げ，損害の
態様・程度等を勘案して判断するものとして
いる9）。
　本件地裁判決は，X らが①②の待機場所以
外の場所で事業活動を継続しうることから，
ヤマト運輸事件判決が示した「当該事業者が
市場から排除されるおそれがある場合や新規
参入が阻止されている場合」という例示にあ
てはまらず「著しい損害」は生じないと判断
した。
　しかし，高裁判決は，損害が著しいものと
認め，差止請求を認容した。本判決は，X ら
が実際に契約の締結する機会を完全に奪われ
将来においても同様であると予想されるこ
と，手段が物理的な実力を組織的に用いるも
のであることから，損害の内容，程度，独禁
法違反行為の態様等を総合勘案して，損害が
著しいものであると認めた。
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　⑵　高裁判決は，地裁判決と異なり，ヤマ
ト運輸事件判決の例示を引用せず，「著しい
損害」の有無を判断した。この例示は，当該
訴訟で不当廉売による排除が争われたことか
ら，これに沿った「著しい損害」の例示がな
されたものである。競争手段の不公正を公正
競争阻害性とする行為の場合には，この例示
に当たらずとも，侵害行為の態様や程度に
よって「著しい損害」を認めればよいはずで
ある 10）。
　競争手段の不公正を公正競争阻害性とする
なら，それに沿った考え方が必要である。例
えば，誹謗・中傷といった行為は，信用を毀
損し金銭賠償によっては回復できない損害を
与える。また，脅迫・物理的妨害などは，場
合によっては威力業務妨害その他の法令違反
を生じる可能性のある行為であり，悪性が強
いことも多いであろう。このような場合に
は，継続しているのであれば即座にその危険
性を除去する必要があり，「高度の違法性」
ゆえに「著しい損害」の要件を満たすと考え
るべきである。
　高裁判決は，妨害の手段が強力であり，現
在および将来にわたって損害が生じると予想
されることから，「損害の内容，程度，独禁
法違反行為の態様等を総合勘案」して「著し
い損害」を認めたものと見ることができる。
原審である地裁判決は，競争手段の不公正が
公正競争阻害性と認められた本件において，
自由競争の減殺（競争排除）の場合の例示を
もって基準とし，「著しい損害」を判断する，
という不整合を生じさせていた 11）。高裁判
決は，それを正したものとして評価できる。
5．ま と め
　本件における①②の待機場所は Y 専用で
はない，との認定は妥当である。
　物理的な妨害を認め，競争手段の不公正と
しての公正競争阻害性を認定し，不当な取
引妨害の成立を認めたことは妥当である 12）。
他方，競争関係の認定において，「同一の需
要者」を①②の待機場所の利用者に限定した
ことについては，疑問の余地がある。同時に，
そうであるならば，⒜鈴蘭台駅と北鈴蘭台駅
の各駅を起点とするタクシー運送役務市場を
画定し，自由競争の減殺（競争排除）として
の公正競争阻害性も同時に認定しうる余地が
あったのではないか，との疑問が残る。
　差止請求について，地裁判決を覆し，「著
しい損害」を認め，差止請求を認容したこと
は適切な判断であったと評価できる 13）。
注
1 ）　神戸地判平成 26 年 1 月 14 日（判例集未登
載・TKC 文献番号 25503024）。地裁判決の解
説・評釈として，泉水文雄・公正取引 763 号
61 頁，森一生・ジュリスト 1468 号 4 頁，渕
川和彦・ジュリスト 1469 号 96 頁，拙稿・
NBL1040 号 77 頁。
2）　独占禁止法研究会報告書「不公正な取引方法
に関する基本的な考え方」（昭和 57 年 7 月 8
日）第一部二（4）。
3）　ただし，逆の意味には解すべきではない。他
の法令に違反する可能性がなければ，独禁法上
の評価としても違法とはならない，というもの
ではないからである。そうすると，客待ち待
機中の先頭車両以外の車両に誘導する行為が，
「契約の成立の阻止」にあたり取引を妨害する
行為であるとして，公正競争阻害性が生じる可
能性もあるというべきである。
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4 ）　公取委・流通取引慣行ガイドライン（第 1部
第四・2）。
5）　さらに，低価格運賃の事業者が排除され，価
格競争が抑制されている場合には，一定の取引
分野における競争が実質的に制限されていると
評価され，私的独占に該当する可能性も出てく
るかもしれない。ただし，私的独占は 24 条の
対象外であり，これを主張する実益はない。
6）　この点についての詳細な検討として，泉水・
前掲（注 1）66 頁。
7）　学説等のまとめについては，根岸哲編『注釈
独占禁止法』（有斐閣，2009）579-583 頁（泉
水文雄執筆）参照。
8）　東出浩一編著『独禁法違反と民事訴訟』（商
事法務研究会，2001）28 頁。
9）　ヤマト運輸対日本郵政公社事件・東京高判平
成 19 年 11 月 28 日審決集 54 巻 699 頁。
10）　競争手段の不公正が問題となり，差止請求を
認めた事例としては，ドライアイス差止請求事
件仮処分決定（東京地判平成 23 年 3 月 30 日判
例集未登載）がある。そこでは，取引停止が事
業活動の継続を困難にすることに加え，取引妨
害行為の態様や経緯等を併せ考慮し，利益侵害
と著しい損害のおそれを認めた。「当該事業者
が市場から排除されるおそれがある場合」に該
当していたともいえるが，それだけでなく行為
の態様や経緯といった悪質性にも着目した事例
でもある。
11）　拙稿・前掲（注 1）84 頁。
12）　ただし，客待ち待機中の先頭車両以外へ誘導
する行為についての評価は疑問がある。前掲
（注 3）参照。
13）　他方で，高裁判決は，損害賠償については大
幅に減額した。本稿では，行為の違法性と差止
請求に絞って検討した。
